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⽣まれくる⼦供のための医療に関わる
「⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム」設置についての提案
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文献2 日本産科婦人科学会.倫理委員会登録・調査小委員会データブック.
https://plaza.umin.ac.jp/~jsog-art/

2019年には14⼈に1⼈が体外受精胚移植で誕⽣
その中の90%近くが凍結融解胚の移植で誕⽣

202X年＝⽇本⼈の10⼈に1⼈は体
外受精胚移植により⽣まれる

凍結受精卵⇒融解⇒胚移植

1978年
たった⼀⼈の誕⽣（英国）

1983年
たった⼀⼈の誕⽣（⽇本）

技術⾰命
・採卵の簡易化
・精⼦・受精卵・卵⼦凍結

⇒誰のものをいつ使うか⾃由
・受精卵/出⽣前遺伝学的検査
・ゲノム医療

⽣殖補助医療の歴史
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⽇本⼈の体外受精胚移植により産まれた⼦どもの数



背景
 ⽇本産科婦⼈科学会は、倫理的に注意すべき事項に関する⾒解を公表し、

⽇本産科婦⼈科学会の会員に遵守を求めてきた（倫理に関する⾒解）
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背景

41年

⽣殖医療を⾏う産婦⼈科の医師と⼀般社会の約束事

（1986年〜）
（1983年〜）
（1998年〜）

（2014年〜）
（1997年〜）
（1996年〜）
（2007年〜）
（1985年〜）
（2015年〜）
（1998年〜）
（2022年〜）
（2022年〜）
（2022年〜）

（2001年〜）

（1998年〜）
（2003年〜）
（2004年〜）
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 ⽇本産科婦⼈科学会は、倫理的に注意すべき事項に関する⾒解を公表し、
⽇本産科婦⼈科学会の会員に遵守を求めてきた（倫理に関する⾒解）
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ところが・・・⾒解は学会員に対してのみ有効︕
現在問題となっている⽣殖・周産期医療が抱える倫理的課題・社会的影響

 代理⺟、卵⼦提供、精⼦提供
 着床前遺伝学的検査（PGT-M, PGT-A/SR）

（重篤な遺伝性疾患、流産、体外受精不成功）
 出⽣前遺伝学的検査（NIPT）
 医学適応のない卵⼦凍結
 死後⽣殖（⼩児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性温存療法研究促進事業）

個⼈の幸福追求権 ⇔ 優⽣思想（⼈間の質への介⼊）

医学のあゆみ2017;263(10)882-885 朝⽇新聞論説委員 ⾏⽅史郎 ⼀部改変

第3者の助けが必要
な特定⽣殖補助医療

胚の選別

胎児の選別

6

倫理的な課題

社会的合意が必要︕︕
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2007.5.7

中村也志裁判⻑は「会告の内容は公序
良俗に違反しておらず、着床前診断の
制約は違法ではない」 と述べ、請求を
退ける判決を⾔い渡した。⼀⽅で判決
は、着床前診断の現状について、「学
会の⾃主規制にゆだねられることが理
想的とは⾔えず、⽴法による速やかな
対応が望まれる」と、法制度 の不備を
指摘した。判決は、院⻑の処分無効に
ついても、「学会の総会で承認され、
適正な⼿ 続きだった」と述べた。

公の秩序、善良の⾵俗
⾏為の社会的妥当性

倫理に関する⾒解と判例



重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）の⽴ち位置

⽣殖補助医療
当事者

体外受精・
胚移植

⽣殖補助医療法



重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）の⽴ち位置

ゲノム医療 ⽣殖補助医療
当事者

体外受精・
胚移植

ゲノム医療法 ⽣殖補助医療法



重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）の⽴ち位置

ゲノム医療 ⽣殖補助医療

臨床倫理的課題
 国の責務（⽣命倫理への配慮）
 医療関係者の責務（良質かつ適正な医療の提供）

当事者

体外受精・
胚移植

ゲノム医療法 ⽣殖補助医療法



重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）の⽴ち位置

ゲノム医療 ⽣殖補助医療

臨床倫理的課題
 国の責務（⽣命倫理への配慮）
 医療関係者の責務（良質かつ適正な医療の提供）

当事者

体外受精・
胚移植

ゲノム医療法 ⽣殖補助医療法

⽣命倫理における政策決定には社会的合意が必要である（慶應⼤ 吉村泰典）



 ⽣殖補助医療に関連した判例

 離婚後の親権に関する判例（AID）:1998年
 夫による嫡出否認に関する判例（AID）:1998年
 夫の⽣死と提供卵⼦を使⽤した代理懐胎に関する判例︓2005年
 死後⽣殖に関する判例︓2006年
 依頼者夫婦の配偶⼦を使⽤した代理懐胎による判例︓2007年
 性同⼀性障害者に対する⽣殖補助医療に関する判例（AID）︓2013年

⽇本産科婦⼈科学会の⾒解は、⽣殖補助医療を⾏う学会員に
対する⾃主的な規制

裁判所︓⽴法府が「関連⽴法の整備を⾏うことが好ましい」
という⾒解

倫理に関する⾒解の限界

AID︓第３者提供精⼦を⽤いた⼈⼯授精

いつしか・・・ガバナンス強化→相撲取りが⾏事も兼ねる状況（⽊村正前理事⻑）
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 ⽣殖補助医療に関連した判例に対する公的審議会⾒解

1998（平成10）年、厚⽣省（当時）において、厚⽣科学審議会の中に⽣
殖補助医療技術に関する専⾨委員会が設置され、2000（平成12）年12 
⽉には、報告書「精⼦・卵⼦・胚の提供等による⽣殖補助医療のあり⽅に
ついての報告書」

2003（平成15）年に、まず、厚労省⽣殖補助医療部会が「精⼦・卵⼦・
胚の提供等による⽣殖補助医療制度の整備に関する報告書」

2003（平成15）に 、法務省親⼦法制部会が「精⼦・卵⼦・胚の提供等
による⽣殖補助医療により出⽣した⼦の親⼦関係に関する⺠法の特例に関
する要綱中間試案」

2008（平成20）年4 ⽉に⽇本学術会議の報告書「代理懐胎を中⼼とする
⽣殖補助医療の課題―社会的合意に向けて―」→法務⼤⾂及び厚⽣労働⼤
⾂

公的な管理機関設置の必要性︕ 13

倫理に関する⾒解の限界



⽣殖補助医療法
 ⽣殖補助医療の提供等及びこれにより出⽣した⼦の親⼦関係に関する⺠法の特例に関する法律

（2020（令和2）年12⽉）
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⽣殖医療と臨床倫理

我が国には、社会的合意を⽬指して、
継続して慎重な議論を⾏う

公的プラットフォームが存在しない︕

国の責務（⽣殖補助医療法）2020年
15



⽇本産科婦⼈科学会の取り組み

他学会 当事者

⽣まれてくるこどものための医療
（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理課題

1. ⽣殖補助医療（ART登録、施設認定）
2. 特定⽣殖補助医療（代理⺟、卵⼦提供、精⼦提供、胚提供）
3. 着床前遺伝学的検査（PGT-M、PGT-A/SR）
4. 出⽣前遺伝学的検査（NIPT）
5. がん・⽣殖医療（⼩児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性温存療法研究促進事業）︓死後⽣殖
6. 医学適応のない卵⼦凍結（ノンメディカル卵⼦凍結）

社会的合意︖︖

「⽇産婦の⾒解」
の限界

⽇本産科婦⼈科学会

他学会・他領域
の意⾒︖︖

他領域

国学会員に対する⾃主的な規制

⾒解には強制⼒
がない

国⺠の意思の
反映︖

 社会的役割安全で質の⾼い医療を提供してきた

⾒解
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⽣殖補助医療の在り⽅を考える議員連盟 第3回総会配布資料
令和3年2⽉9⽇国⽴国会図書館調査及び⽴法考査局資料1

諸外国では⽣殖補助医療や配偶⼦提供等に関する制度設計に国が関与している

 配偶⼦
提供

 情報管
理

 代理懐
胎の規
制

 ⽣殖補
助医療
の施設
認定

 着床前
検査

 出⽣前
検査

 実施登
録

⽣まれてくるこどものための医療に関わる
「⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム」

1985-2004年頃

本邦においても公的な監理機関設置の必要性あり︕
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⽣まれくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理について審議・監理・運営する
公的プラットフォーム設⽴

⽣まれてくるこどものための医療

論点:
1. ⽣まれくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理に

ついて審議・監理・運営する公的プラットフォーム設⽴の必要性︖
2. 公的プラットフォームで、誰が何を審議・監理・運営するのか︖

 ⽣まれくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理について審議・
監理・運営する公的プラットフォーム設⽴準備委員会（2023年9⽉-）

加藤聖⼦理事⻑、鈴⽊直委員⻑
 ⽇本産科婦⼈科学会、⽇本⼩児科学会、⽇本⼈類遺伝学会、法学者、アドバイザー＋国⽴成育医療研究センター

1. ⽣殖補助医療（ART登録、施設認定）
2. 特定⽣殖補助医療（代理⺟、卵⼦提供、精⼦提供、胚提供）
3. 着床前遺伝学的検査（PGT-M、PGT-A/SR）
4. 出⽣前遺伝学的検査（NIPT）
5. がん・⽣殖医療（⼩児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性温存療法研究促進事業）︓死後⽣殖
6. 医学適応のない卵⼦凍結（ノンメディカル卵⼦凍結）
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こども家庭庁、厚労省、⽇本版HFEA・・?

⽣まれてくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる
⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム

他学会当事者 他領域

⽣まれてくるこどものための医療
（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理課題

を有する領域

社会的
合意

継続して審
議ができる
「審議会

（常置）」

公的プラットフォーム

⽣命倫理審議会

 メリット︓新たな倫理的課題や問題に対する迅速な対応が可能

⽣殖医療法
第４条

国の責務

議連

法制上
の措置
関連

19



①国が法制上の措置を⾏い監理す
べき事項

②国が法制上の措置を⾏うことが難しい
事項（公的プラットフォーム A、B）

第1段階︓明確化

厚⽣労働省やこども家庭庁等で検討し施策実⾏ 厚⽣労働省やこども家庭庁内、あるいは公益財団法⼈
などの形で組織構築（医療機能評価機構等、審議会）

検討・監理事項
㋐⽣殖補助医療の提供等及びこれにより出⽣した
⼦の親⼦関係に関する⺠法の特例に関する法律
（令和２年法律第76号）（2022/12/4成⽴、
2022/12/11公布）
㋑特定⽣殖補助医療（提供型）
㋒⽣殖補助医療実施医療機関登録・整備、⽣殖補
助医療実施例登録
㋓ヒト精⼦、卵⼦、受精卵を扱う胚培養⼠認定の
国家資格の必要性（例︓産婦⼈科専⾨医は⼀般社
団法⼈⽇本専⾨医機構が認定を⾏っている）
㋔がん・⽣殖医療（精⼦、卵⼦、受精卵（胚）、
卵巣組織等の⻑期保管・管理、死後⽣殖）（現在、
⽇本産科婦⼈科学会、⽇本泌尿器科学会、⽇本が
ん・⽣殖医療学会が⾏っている）

検討・監理事項
㋐⽣殖補助医療全般（情報提供・啓発）
㋑着床前遺伝学的検査（情報提供・啓発、施設認証、
検査所認証）
㋒出⽣前遺伝学的検査（情報提供・啓発、施設認証、
検査所認証）
㋓医学的適応のない卵⼦凍結（情報提供・啓発、施設
認証︖）
㋔これからさらなる発展が予想される遺伝学的検査に
関しての運⽤・管理
㋕その他

⽣まれてくるこどものための医療に関わる
「⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム」（案）

 A 専⾨委員会︓議論を⾏い報告書を発出
構成︓医療関係者（産婦⼈科、⼩児科、看護、遺伝関連等）、
法学･⽣命倫理の専⾨家、障害者福祉分野の専⾨家、検査その
他の有識者等で構成する、必要時には追加

 B 運営委員会︓専⾨委員会の報告書に沿っての運営、監理を⾏う
庶務︓⾏政あるいは公益財団法⼈などの形での組織の関連課
が⾏う
費⽤︓国が負担する
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こども家庭庁、厚労省、⽇本版HFEA・・?

⽣まれてくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる
⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム

他学会当事者 他領域

⽣まれてくるこどものための医療（⽣殖・周産期）に関わる⽣命倫理課題

出⽣前遺伝学
的検査

（NIPT）
こども家庭庁
⽇本医学会

着床前遺伝学
的検査

（PGT-M)

がん・⽣殖医
療（⼩児・AYA世代がん
患者に対する妊孕性温存、

死後⽣殖）
厚労省（がん・疾病

対策課）

特定
⽣殖補助

医療
こども家庭庁

国⽴成育医療研究
センター

⽣殖医療登録
事業等

社会的
合意

継続して審
議ができる
「審議会

（常置）」

審議会 審議会 審議会 審議会

公的プラットフォーム

⽣命倫理審議会

 メリット︓新たな倫理的課題や問題に対する迅速な対応が可能

議連

法制上
の措置
関連

21

⽣殖医療法
第４条

国の責務



HFE法（1990年、2008年、2015年）

HFEA（1991年）
⾮府省型の公的機関英国政府

主務⼤⾂（保健⼤⾂） 1. 規制機関としての任務（実施施設認可）
2. 公衆への指導・助⾔を⾏う任務
3. 医療関係者・研究者への情報提供の任務ART実施施設の臨床責任者（HFEA認

可条件、ガイダンス）
 王⽴産科婦⼈科学会等によって定

められた訓練を受けた総合医療評
議会の登録専⾨医

着床前診断（HFEAガイダンス）
複数の専⾨家からなる医療チームが

対応
適応の可否の最終決定者→上級の臨

床遺伝学者

HFEAによるARTの規制
1. 改正1990年HFA法等の法律
2. ⾏政の規則
3. 認可条件（2023年2⽉現在198施設）→法的拘束⼒有り

4. HFEAが定める指⽰→法的拘束⼒有り

5. HFEAが定めるガイダンス（ART実施施設が治療と施設管理に関して遵守すべ
き⾒解） →法的拘束⼒無し

議⻑を含む21⼈の委員と4⼈の
シニアスタッフ（公募）
議⻑と副議⻑は⾮専⾨家

＋
保健省からのオブザーバー1名

法令に根拠を持つ⽣殖補助医療に関する公的な規制

学術団体による⾒解やガイドライン︓優れた医療を⾏うための専⾨家
からの推奨事項であり、法的拘束⼒無し（⾃主規制）

⽇本産科婦⼈科学会
ART登録施設認定（629施設 2024年7⽉現在） ⾒解

⽣まれてくるこどものための医療に関わる
⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム（案）
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 国⺠、関連する患者団体（当事者）
 学術団体等（様々な領域）
 法学者等

⽇本版HFE法︓プログラム法

⽇本版HFEA︓⽣まれてくるこどものための
医療に関わる「⽣命倫理について審議・監

理・運営する公的プラットホーム」

⾮府省型の公的機関

⽇本政府
X 省・Y庁

⽇本産科婦⼈科学会

学術団体による⾒解やガイドライン︓優れた医療を⾏うための専⾨家からの推奨事項であり、
法的拘束⼒無し

⽣殖補助医療法やゲノム医療法においては、当該領域における国の責務を明確にしている
⽣殖補助医療法においては医療関係者の責務を明確にしている

案 法令に根拠を持つ⽣
殖補助医療に関する
公的な規制

 ⽣命倫理に関わる案件（時代とともに技術が進歩し、社会的考え⽅も変化）
 社会との対話を通じて、社会と共同して継続して連携する（社会的合意）

理念法、設置法等

⽣まれてくるこどものための医療に関わる
⽣命倫理について審議・監理・運営する公的プラットホーム（案）

 ⽣命倫理に関わる案件（時代とともに技術が進歩し、社会的考え⽅も変化）
 社会との対話を通じて、社会と共同して継続して連携する（社会的合意）
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